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平成 21 年労働組合基礎調査結果の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

１ 調査の目的 

労働組合及び労働組合員の産業、企業規模、加盟上部組合別の分布等、労働

組合組織の実態を明らかにすることを目的として昭和 22 年以降毎年実施。 
  

２ 調査の対象時期 

平成 21 年 6 月 30 日現在 
  

３ 調査項目 

労働組合の名称、代表者氏名及び事務所の所在地、企業の属性、労働組合員

数、労働組合の種類、適用法規、存廃等区分及び新設又は解散等の理由、組合本

部及び直上組合の名称及び所在地、加盟上部組合の系統 
 

４ 調査の対象 

我が国におけるすべての労働組合（国家公務員法又は地方公務員法に規定する

職員団体を含む）。 

平成２１年の標記調査の調査結果を、今般とりまとめましたので公表します。 

【調査結果のポイント】 

１ 労働組合員数は１，００７万８千人（前年１，００６万５千人）（２年ぶり増加）【P３・第１

表】。 

２ 推定組織率は１８．５％（同１８．１％）（昭和５０年以来３４年ぶりの上昇）【P３・第１

表、P７・附表１】。 

３ 女性の労働組合員数は２９３万３千人（同２８５万８千人）（４年連続の増加）、推定

組織率は１２．７％（同１２．２％）【P３・第１表】。 

４ パートタイム労働者の労働組合員数は７０万人（同６１万６千人）で、全体の労働組

合員数に占める割合は７．０％（同６．２％）。パートタイム労働者の推定組織率は  

５．３％（同５．０％）。（これらを調査事項に加えた平成２年以降ではいずれも過去最

高）【P６・第５表】。 
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５ 調査方法 

都道府県労政主管課及び労政主管事務所の職員が労働組合に対し調査票を配

布（一部郵送を含む）し、労働組合が調査票に記入した後、同職員が調査票を回収

（一部郵送を含む）。 

  

６ 調査結果 

別添概況のとおり。 


